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清掃・リサイクル関係資料 
 

清掃事業における役割分担 

 

各特別区 
東京二十三区 

清掃一部事務組合 
東京都 

○一般廃棄物処理計画の策定 

○ごみ、し尿の収集・運搬・中継作 

業 

○ごみの再利用、資源化の推進 

○分別収集計画の策定 

○容器包装廃棄物の分別収集の 

実施 

○大規模排出事業者等に対する 

排出指導 

○ 一般廃棄物処理業の許可およ 

び指導 

○動物死体の処理（飼主等からの 

依頼分） 

○浄化槽の設置・廃止の届出およ 

び指導 

○ 浄化槽清掃業の許可および指 

導 

など 

○清掃工場等の整備・管理・運営 

○不燃ごみ・粗大ごみ処理施設の 

整備・管理・運営 

○し尿投入施設の整備･管理・運 

営 

（上記 3点には下記を含む） 

・施設整備計画の策定 

・建設、建替、プラント更新、設備 

の改造 

・焼却灰、スラグ等の輸送 

・清掃工場運営協議会の運営 

・発電、余熱利用 

○搬入調整 

○あわせ産廃の処理 

 

 

 

など 

○循環型社会づくりの推進 

○区市町村の廃棄物処理に関す 

る財政的・技術的支援 

○最終処分場の設置･管理・運営 

○産業廃棄物に関する事務 

○一般廃棄物処理施設の届出受 

理および許可・指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

など 

   

東京二十三区清掃協議会 

 〇廃棄物の収集および運搬に係る請負契約の締結に関する事務（管理執行事務） 

 〇各区等のごみ処理等の事務の管理および執行に関して連絡調整事務 

○一般廃棄物処理業および浄化槽清掃業の許可に関する申請・届出の受理および許可証の交付

事務 

  など 
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清掃・リサイクル関係資料 
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＊ 資源有効利用促進法に基づき、平成 13 年 4 月から事業系パソコンの回収・リサイクルが実施され、 

平成 15 年 10 月からは、家庭系パソコンについても回収・リサイクルが実施されました。 

環境基本法 

環境基本計画 

〈廃棄物の適正処理〉 

循環型社会形成推進基本法 

循環型社会形成推進基本計画 〔国の他の計画の基本〕 

Ｈ6.8 完全施行 

○基本原則 ○国、地方公共団体、事業者、国民の責務 ○国の施策 
 

社会の物質循環の確保 
天然資源の消費の抑制 
環境負荷の低減 
 

〈リサイクルの推進〉 

廃棄物処理法 資源有効利用促進法 

・容器包装の市町
村による分別収
集 

・容器の製造･容器
包装の利用業者
による再商品化 
 

①再生資源のリサイクル 
②ﾘｻｲｸﾙ容易な構造・材質等の工夫 
③分別回収のための表示 
④副産物の有効利用の促進 
 

[個別物品の特性に応じた規制] 
 

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法 

 
食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法 

 
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法 

Ｈ13.5 
施行 

Ｈ14.5 
完全施行 

 
建
設
リ
サ
イ
ク
ル
法 

 
自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法 

Ｈ12.4 
完全施行 

Ｈ22.5 一部改正 Ｈ13.4 全面改正施行 

びん、ペットボト

ル、紙製・プラス

チック製容器包装

等 
 

・消費者がリサイク
ル費用を負担 

・廃家電を小売店等
が消費者より引
取 

・製造業者等による
再商品化 

食品の製造・加
工・販売業者が食
品廃棄物等を再生
利用等 

工事の受注者が 
・建築物の分別解
体等 

・建設廃材等の再
資源化等 

 

エアコン、冷蔵庫、 
冷凍庫、テレビ、 
洗濯機、衣類乾燥

機 
(H21.4.1 から) 

 

食品残さ 木材、コンクリ
ート、アスファ
ルト 

 

グリーン購入法  [国等が率先して再生品などの調達を推進] 

Ｈ13.4 完全施行

く行 

Ｈ13.1 完全施行 

①廃棄物の発生抑制 
②廃棄物の適正処理（ﾘｻｲｸﾙを含む） 
③廃棄物処理施設の設置規制 
④廃棄物処理業者に対する規制 
⑤廃棄物処理基準の設定等 

『平成 21 年度版環境･循環型社会･生物多様性白書』環境省編を基に一部修正 

廃棄物・リサイクル対策関連の法体系 

・所有者がリサイクル費
用を負担 

・関係業者が使用済自動
車の引取、フロンの回
収、解体、破砕 

・製造業者等がエアバッ
グ･シュレッダーダス
トの再資源化､フロン
の破壊 

 

自動車 

Ｈ13.4 
完全施行 

Ｈ18.6 
一部改正 

Ｈ19.6 
一部改正 

Ｈ17.1 
完全施行 

小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法 

Ｈ25.4 
施行 

・小型家電の分
別収集 

・認定事業者へ
の引き渡し 

 
 

デジカメ・携帯

電話など 28 分

類 

Ｈ21.4 
一部改正 

Ｈ9.4 
一部施行 

Ｈ10.12 
一部施行 Ｈ12.11 

Ｈ13.5 
一部施行 

Ｈ16.７ 
一部施行 
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資源有効利用促進法に基づいて表示されるマーク 

「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」に基づいて表示される、分別回

収を促進するためのマークです。この法律で指定表示製品*に指定されているものについては、消費者

が容易に分別できるよう、材質や成分その他分別回収に必要な事項を、マーク等の決められた様

式で表示することが義務付けられています。 

注：個々の物品・サービスの環境負荷情報を表すマークではありません。 

*指定表示製品：分別回収をするための表示をすることが当該再生資源の有効な利用を図る上で特に

必要なものとして政令で定める製品のこと。アルミ缶、スチール缶、ペットボトル、紙製容器包装、

プラスチック製容器包装、小形二次電池、塩化ビニル製建設資材がこれに指定されています。 

 

アルミ缶 スチール缶 ペットボトル 紙製容器包装 
プラスチック製

容器包装 

  
 

  

小形二次電池 

塩化ビニル製 

建設資材 ニカド電池 
ニッケル水素 

電池 

リチウムイオン 

電池 

小形シール鉛蓄 

電池 

        

記号 があわせて表示される場合もあります  

 

 

清掃・リサイクルの項における参考文献・資料  

     ・東京都一般廃棄物処理基本計画東京スリムプラン 21 東京都編  

・東京の資源循環 2013  東京都編 

・東京二十三区清掃一部事務組合編 「事業概要(平成 25年度版)」 
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｢ねりまのかんきょう｣年表 
 

練 馬 区 の で き ご と 都・国・世界の動き 

昭和22年 
8月 
10月 

 
練馬区独立 
東京都練馬清掃事務所開設 

昭和 

24年  8月 
27年 11月 
29年  1月 
    7月 

 
30年10月 
31年12月 
36年10月 
37年  6月 
42年  8月 
43年  4月 

6月 

 

東京都工場公害防止条例制定 
東京都清掃本部設置 
東京都騒音防止に関する条例制定 
清掃法制定 
東京都清掃条例制定 
東京都ばい煙防止条例制定 
東京都清掃局と改称 
ごみ容器による収集作業開始 
ばい煙の排出に関する法律制定 
公害対策基本法制定 
東京都公害研究所発足 
大気汚染防止法、騒音規制法施行 

昭和44年 
4月 

 

 
練馬区建築部に公害対策課設置 
（騒音規制法、東京都工場公害防止条例、騒音防
止に関する条例の事務を開始） 

 

昭和44年 
5月 
7月 

 
昭和45年 

2月 

 
公害対策基本法に基づく初の公害白書閣議決定 
東京都公害防止条例公布 
大気汚染コントロールセンター同時通報装置完成 
 
一酸化炭素の環境基準を正式決定 

昭和45年 
6月 
7月 
9月 
12月 

 
 

昭和46年 
3月 

 
 

 
夜間騒音実態調査実施 
工場実態調査実施 
練馬区公害対策連絡協議会発足 
区議会で「自動車公害に関する意見書」可決、 
内閣総理大臣、関係大臣、都知事に提出 

区議会に公害対策特別委員会設置 
 
定期河川水質調査開始 
「公害をなくすために」創刊 

昭和45年 
4月 

 
5月 
7月 

 
9月 
10月 
11月 

 
12月 

 
 
昭和46年 

1月 
2月 

 
公共用水域の水質基準設定 
東京都公害防止条例施行 
新宿区牛込柳町鉛公害問題発生 
杉並区東京立正高校で光化学スモッグ被害発生 
東京都の光化学スモッグ注意報警戒体制スタート 
放射35・36道路対策住民協議会活動開始 
東京都公害局発足 
東京都公害防止条例改正（規制の強化） 
公害紛争処理法施行 
公害対策基本法改正 
アメリカ合衆国で大気浄化法（ﾏｽｷｰ法）成立 
廃棄物の処理と清掃に関する法律制定 
 
東京都「都民を公害から防衛する計画」公表 
改正東京都公害防止条例施行 

昭和46年 
6月 

 
 

7月 
8月 

 
9月 

 

 
大泉中学校で光化学スモッグ被害発生 
公害教室の初の開催（年2回） 
公害防止ポスターコンクール実施 
環境騒音調査開始 
補助134号線建設についての対話集会 
公害測定室開設 
アルカリろ紙法によるいおう酸化物・窒素酸化物 
大気汚染調査開始 

昭和46年 
4月 
5月 
6月 
7月 
8月 
9月 

 
11月 
12月 

昭和47年 
2月 

 
東京都公害監視委員会発足 
騒音の環境基準を閣議決定 
水質汚濁防止法施行 
環境庁発足 
八王子市で初のノーカーデー実施 
廃棄物の処理と清掃に関する法律施行 
ごみ戦争宣言（都知事） 
公害問題国際会議を東京で開催 
関越一部開通（練馬～川越） 
 
ＯＥＣＤ環境委員会で、汚染原因者負担の原則を 
盛りこんだ要綱を採択 

昭和47年 
4月 

 
 

5月 
6月 

 

 
練馬区公害防止融資資金制度発足 
騒音・振動多発型事業所監察開始  
定期河川・池水水質調査開始 
石神井南中で光化学スモッグ被害発生   
練馬区光化学スモッグ対策会議設置 
 

昭和47年 
5月 
6月 

 
 

7月 
 

 
悪臭防止法施行 
国連人間環境会議、ストックホルムで開催 
自然環境保全法公布 
都水産試験場、神田川に鯉放流 
東京における自然の保護と回復に関する条例公布 
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